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通信販売による中小企業の活性化

  ９０年代不況をきっかけに、戦後経済の枠組みの崩壊が加速している。崩壊は、多面にわたっているが、中小企業にとって特に重大なのは、自動車、家電等の大量生産型機械工業が失速し、日本からリーディング産業が消滅したこと、さらにこれら産業は東アジアベースでの産業連関の構築とリストラにより、中小企業の市場を縮小させつつあることである。そのような状況下で、経営資源の豊富な大企業と違い売上規模や従業者規模に制約をもつ中小企業がどのように生き残っていくか注目する必要がある。日本の中小企業は専門技術の蓄積を進め、技術的には大企業と対等化するまでに成長した。だが、その技術を発揮する機会は直接、間接に大企業から与えられ、その点で依然、大企業の「領域」下にあった。９０年代に入り、この大企業「領域」体制が崩壊を始めたのである。そのため、中小企業は独自の市場開拓力を持ち、市場面でも大企業から自立しなくてはならなくなった。だが、市場は超成熟化している上、世界中が競争関係に入り込むメガコンペティション時代である。こういう状況下での市場開拓は、新ニーズの掘り起こしをベースとする市場開拓、つまり市場創造を原理としなくてはならない(1)。よって、今後中小企業が大企

業から自立し、生き残っていくために新しい市場を開拓するためのマーケティングの方法を考えなければならない。

  では、どのようなマーケティングの方法をとるべきかを以前の方法の問題点を示しながら検討しよう。１９５０年代後半以降、新鋭重化学工業が一挙に確立されていく。そこでは量産体制を軸に規模の経済性を追究し、価格を低下させつつ新製品のシェアを拡大するという戦略がとられた。市場ニーズの多様化が早く始まり、また寡占企業間の競争も激しかったため量産体制をとりつつも早くから多品種化の動きが見られた。しかし、基本的にはこの時期はすべての人を対象に同じ製品を生産し、共通のベネフィットを実現する小品種大量生産であり、マス・マーケティングの時代であった。６０年代後半から市場の成熟化が始まり、７０年代に入り製品の多角化が急速に進んだ。自動車工業につてみれば乗用車１モデル（ブランド）当たりのバリエーション数が拡大し、フルモデルチェンジ・サイクルが短期化した（６０年代の約８年から約５年へ）。８０年代、多角化にさらに拍車がかかり、乗用車のモデル数自体が８０年５５から９０年１１０に倍増した。家電製品についても、“新製品の連射”、“家電製品の生鮮食料品化”と言われるように極端な多品種化が進んだ。７０年代、８０年代は、市場をセグメンント化し、セグメント毎の満足を図る多品種少量生産であり、セグメンティッド・マーケティングの時代であった。しかし、この多品種化は総製品に対する市場を安定的に拡大するための計算され多々品種化であり、製品主導型の市場開拓という点で、また、大量生産を実現するという点でマス・マーケティングと基本原理は同じであった。この意味でこの方法はマス・多品種少量生産と呼ぶことができるが、この方法は製品主導である以上、真の消費者ニーズへの対応には限界がある(2)。よって、今後の企業の課題は真の消費者ニーズに応えることであり、これを実現したのが流通商社のミスミである。

  「ミスミはプレス金型用、プラスチック金型用など、トータルでは８０００種類、２０万点の部品が載せられている分野別のカタログを作成、それを現場の技術者や設計者の手元においてもらい、必要な部品を１個から受注するシステムをとっている。さらに、設計者がＣＡＤで設計するとミスミの部品表が現れ、ＣＡＤシステムを通じて発注できるシステムも動いている。製品はミスミの規格によって標準化はされているが、特注品ではないというだけで、顧客の技術者のニーズに対応しうるように多様化されている。顧客のニーズや提案を収集するため数種類の情報収集ルートを開発し、集められた情報に基づきカタログを毎年改訂する。顧客ニーズの取り入れによる製品開発を行なっている。」(3)

  現在成長している中小企業の多くは、このような個々の顧客のニーズを顧客と協働で掘り起こし、それを独自の技術やシステムによって満たすという業態をとっている(4)。これを黒瀬直宏氏はカスタムメイド・多品種少量生産(5)と呼んでいるが、ワン・トゥ・ワン・マーケティングと表現することもできる。なぜなら、ワン・トゥ・ワン・マーケティングのコンセプトは顧客一人一人を把握し、彼らと１対１で対話を続け、そして個別の仕様に従ってカスタマイズした製品・サービスを提供することであるからだ。以上のことから、これからはカスタムメイド・多品種少量生産、つまりワン・トゥ・ワン・マーケティングが必要とされる。

  どのような方法でワン・トゥ・ワン・マ－ケティングを行なっていけばよいのだろうか。対象者一人一人へ訴えかけるという点から考えると、まず思い浮かぶのは通信販売ではないだろうか。通信販売は各種の媒体を活用して需要者へ直接販売活動を行なうことを旨としている。主なものでは、カタログ、ダイレクトメ－ル、テレビ、ラジオ、新聞、新聞折り込みチラシ、雑誌、ビデオ、ＣＡＴＶ等がある。最近ではパソコン通信、インタ－ネット、ＣＤ－ＲＯＭ等の新しい媒体への期待が高まっている。実際には、各々のメディアは、機能の違いから複数組み合わせて用いられることになるが、しかしこれらの媒体は、対象者へ直接訴えかけれるという有利性をもっている(6)。よって、通信販売は、ワン・トゥ・ワン・マ－ケティングの展開に望ましい方法であるということができる。

  しかし、通信販売の日本での状況は、昭和６０年頃に参入がピ－クに達し、参入企業が３０００社に及んだとされている。その後、安易とも言える進出の反動で撤退するケ－スも目立ち、ブ－ムともいわれた状況は沈静化したが、近年、再び活発化の動きが出てきている。その背景要因はどのようなものなのだろうか。

  第一に、これまでの通信販売を支えてきた女性に加えて、男性、高齢者等への広がりがみられる等、需要層が広がりつつある。また、これまで通信販売は消費者市場中心であったが、現在は、事業者市場の拡大への萌芽がみられる。

  第二に、これまでの通信媒体は、カタログ、テレビ、ラジオが中心であった。これらの既存媒体に加えて、これからは、パソコン通信、インタ－ネット通信、ＣＤ－ＲＯＭ等のマルチメディアが本格化することになる。また、ハ－ド環境においても、パソコンの普及が進むことが予測される。現在、年間の出荷台数が約６００万台であるが、２０００年には年間１５００万台となるとの予測も一部にはあり、インタ－ネットの急成長と相まって通信販売への対応が期待されている。

  第三に、これまでの通信販売線業者に加えて、現状では、メ－カ－や卸売業者・小売業者またサ－ビス業者などが、規模や業種を問わず、消費財分野だけでなく、産業材分野まで含めて関心を持ち始めている。新規参入に関する統計はないが、関係者によると再び増加基調となっているという。(7)

  上記の背景要因から再び通信販売が脚光を浴びてくることがわかるが、特に注目したいのがパソコンの普及によるインタ－ネットの急成長である。日本国内でのパソコンの世帯普及率は９４年８.６％、９５年１０.６％だが、２０００年には４０％を超えると言われている。９５年のアメリカ世帯のパソコン保有率が４０％近くであるから、５年後には日本もアメリカの現在の状況に達すると判断してよいだろう(8)。日経マルチメディアの「第一回インタ－ネット・アクティブ・ユ－ザ－調査」（１９９５年１２月１日～１０日実施）は日経マルチメディアのホ－ムペ－ジにアンケ－トペ－ジを公開し、ＷＷＷを日常的に利用しているアクティブユ－ザ－に意見を求めたものである（回答者数７０３９）が、回答者のうち２１～３５歳が７０.２％、男性が９１.４％である。職種別にみると研究職２９.８％、学生２３.５％で、両者で５３.３％を占める(9)。従って、今の所、年齢、性別、職業に関し偏っており、インタ－ネット上での通信販売を考えたとき、利用者の偏りは大きな問題となる。現在通信販売を最も多く利用しているのは２０－３０代の女性であり(10)、この部分はインタ－ネットの利用者としてはすっぽり抜け落ちているのである。しかし、インタ－ネットがもともと研究者と学生のネットワ－クだったことを考えると、半数近くがそれ以外のユ－ザ－で占められるようになったのは注目する必要があり、今後のインタ－ネットでの通信販売の発展が期待できる。

  では、通信販売を媒体としてインタ－ネットを利用するにあたって、中小企業がどのような点で有利であるのだろうか。企業はインタ－ネットを利用して通信販売を行なうことによって、店舗投資が不要なため低コストで密度の濃い情報を個々の顧客宛に発信できる。中小企業経営者が企業の理由、経営理念、商品やサ－ビスのコンセプト、商品の造り方など、通常の広告・宣伝の手段では伝えられない情報を顧客の手元に送れる(11)。

例えば、「ニットメ－カ－のサト－（本社・長野県）は、イント－ネットでニットのカスタムメイドを始めた。名付けて“インタ－ニット”。ホ－ムペ－ジに希望のオリジナル画像（写真、イラストなど）を送信する窓口（ｅメ－ルやファックスでも可）と身長、年齢、希望する製品スタイル、素材等を記入する「お申込用フォ－ム」を設けた。デ－タ受領２～３日後にホ－ムペ－ジ上に希望セ－タ－のデザインシュミレ－ションを無料で乗せる（非公開希望ならｅメ－ルでも可）。細かな手直しについてはｅメ－ルでやりとりした後、完成品を編みたてる。受注から納品まで約３週間。一着４万５千円と決して安くはないが、９６年の２月事業開始以来全国から受注を獲得し、順調に滑り出した。」(12)と、このような業態をとっているところもある。

これにより情報提供だけでなく顧客の共感を得ることができ、マスメディアでは不可能な人と人のコミュニケ－ションを実現する。勿論、魅力のないホ－ムペ－ジは見向きもされないし、現実にはそういうものが多い。だが、魅力的であればｅメ－ルでネット参加者に評判が伝わり、無名の中小企業でも多くのアクセスを得ることができる(13)。また、個人商店と個人をあわせるとインタ－ネット通販を手がける業種の店舗数比の１６.４％となり１位(14)で、インタ－ネットが無名の中小企業でも十分に情報発信の手段として機能することが言える。それに個客一人一人を把握し、彼らと１対１で対話を続け、そして個々の仕様にしたがってカスタマイズした製品・サ－ビスを提供するこうした業態は「現場」に身軽に出かけ、顧客の下で今まさに発生している「動的な情報」を把握し、それに対し素早く、柔軟に対応できる中小企業にこそ適している。カスタムメイド・多品種少量生産は国外より国内、国内では大企業より中小企業に適した業態なのである(15)。したがって、インタ－ネットによるワン・トゥ・ワン・マ－ケティングによって個々のニ－ズに応えることで信用を高めることができ、しかも低コストで行なえることで中小企業の弱みをかなりカバ－することができる。

  このように通信販売を利用することにおいて、大企業と差は生じるのだろうか。通信販売の特徴として、大メ－カ－が卸、小売の大規模なチャネルを構築するときのような多大な投資を必要としない点が指摘できる。むしろ、最終顧客とのワン・トゥ・ワン・な関係をいかに構築できるかがポイントとなる。そこでは個性的な商品と顧客の満足に裏打ちされた良好なインタラクティブなコミュニケ－ションがポイントとなる(16)。したがって、このような供給者と顧客との関係においては、資本規模は直接には問題にならず、大企業と中小企業との差は存在しない。
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